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「提案の要旨」（以下枠内に 400 字以内で記載のこと。枠の大きさや位置等の変更は禁止） 

 

今後、当社製品は陸から空、そして宇宙へと飛び立つ。
ＥＶ向け走行モジュールの販売開始を皮切りに、自動車以外の市場へと事業を拡大、将来的には電動飛行

機及び電動宇宙船へ動力モジュールを提供する。この実現の為、2022年までを「新たな創業期」とし、①回
生・電動ブレーキの商品拡充による既存事業の強化、②モータ事業（新規）と既存事業のシナジーによる
「ＲＳ－Ｋｉｔ」（走る～止まるを統合した走行モジュール）の販売開始、③アジア販売強化と工場再編に
よる製販効率化を実施する。
2023年以降は「超・変革期」とし、①「ＲＳ－ｋｉｔ」によるモビリティ・走行ロボット市場への参

入、②ＭＴ事業の撤退、③航空・宇宙事業参入に向けた技術開発、を行う。
我々は「安全でより利便性の高い移動手段を提供し、豊かな社会の実現に貢献する」企業を目指す。

1. 市場動向分析 

世界の自動車生産台数は長期的には増加傾向が続く。また、

地域別では中国やインドを中心としたアジア地域で大幅な増加

が見込まれている。しかし 2040 年以降は EV 車比率の高まり

により、トランスミッションが使われる自動車は大幅に減少する。な

お、EV 車については、航続距離向上の為に構成部品の小型

化・軽量化・一体化が一層求められる。また、部品点数の減少

によって開発の難易度が下がり、IT 企業などの異業種からの新

規参入による競争激化が予想される。（添付１） 

2. 当社の現状と課題 

近年の当社売上高は年率１％程度の微増傾向にある。但

し、売上の６割超を占めるトランスミッションは、今後の市場縮小

に伴い大幅減少が見込まれている為、現在の状態が続けば

2027 年には赤字への転落が避けらない。（添付 2） 

当社は事業部制による商品軸での事業活動を行ってきた為、

営業や開発、製造のリソースが分散しており、地域内や事業部

間の連携が図れていない。 

営業活動は、同一顧客であっても商品毎に各事業部による

管理、販売活動を行っている。また、今後成長が見込まれる南

アジア地域の売上構成比は僅か 2%に留まっていることも課題で

ある。 

研究開発については、毎年 700 億円規模で投資を行ってい

るが、担当事業領域を超えるようなイノベーティブな新製品は生

まれておらず、技術の幅が広がっていない。 

製造においては、18 か所の生産拠点を持つが、事業間での

調整は難しく、稼働率が低いといった課題がある。（添付 3） 

外部技術との連携についても、独立系企業として自社開発に

拘ってきたことから弱い。また、自動車市場に特化している為、市

場動向に大きく左右されるという経営リスクも保有している。 

財務体質は、現時点では盤石で投資余力も十分にあり、独

立系として事業展開の自由度も高い。しかし、無配当で来た為、

PBR は 0.67 と 1.0 を割り込んでいる。（添付 4） 

以上のような課題を抱えたまま、創業 50 年という節目を迎え

ている為、新たな中長期成長戦略の立案が急務となっている。 

3. 今後の戦略の全体像 

IT 技術の発展や消費者ニーズのコト消費への移行などにより、

ライフスタイルの変化が起きているが、人やモノの移動が無くなるこ

とはない。そこで「あらゆる人に安全な移動手段を提供し、豊か

な社会を実現する」という企業理念に沿った成長戦略を立案し、

実行する。 

自動車部品の製造販売で培われた確かな技術力と顧客対

応力を強みとする当社は、自動車に留まらず、あらゆる移動手

段に対して製品を供給していく。具体的には、2025 年にモビリテ

ィ・走行ロボット、2040 年に電動飛行機、2050 年には電動宇

宙船に対し動力モジュールを提供することを目指す。 

持続的成長を実現する為の KSF は、モータとの連携強化と

捉えており、これを重点施策とする。（添付 5） 

4. 短期戦略 ～新たな創業期～ 

今後 5 年の戦略は次の通りとする。 

4-1. 回生ブレーキ・電動ブレーキ事業の強化 

成長が見込まれ、高付加価値化する「回生・電動ブレーキ」

に対して研究開発リソースを集中投下。2020 年には戦略製品

を含む複数の新商品を投入し、2023年に販売台数1,134万

台、市場シェア 12％の達成、ブレーキ事業の売上 5,994 億円

（2017 年度比 116％）を計画。（添付 6） 

4-2. 走行モジュール商品「RS-kit」の開発（重点施策） 

EV 向けに、走る～止まるまでの走行機能（モータ/減速機/

回生/ブレーキ）をモジュール化した新商品（商品名「RS-kit」）

を開発し、既存顧客および異業種からの新規参入企業へ積極

的に拡販していく。 

走る機能のモータと減速機を一体化することで小型化、軽量

化を図り、モータ制御とブレーキ制御（回生協調）の統合により、

小型、軽量、高品質で、組立・メンテナンスが容易なモジュール

を実現する。 

2023 年に販売数 37 万セット、市場シェア 13％、売上

1,108 億円（純増）を目指す。（添付 7、８） 
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現在保有していないモータ技術については、スピードを優先し、

経営統合という形で外部から獲得する。第一候補は、既に国内

で自動車駆動用モータ事業を展開している「株式会社 明電舎」

（東証 1 部）とし、2019 年度中の統合による技術連携を目

指す。その他、先々のアジアの EV 市場攻略の為、中国企業の

探索も進める。（添付 9） 

明電舎の中期経営計画における基本方針は、「環境の変化

を捉えた事業戦略推進と事業基盤の強化」であり、自動車駆

動用モータの小型化・高効率化・一体化を推進している。また、

海外事業を強化する方針を打ち出しているものの、自動車業界

での顧客が少ない為、既に多数の顧客を持つ当社との統合は

双方にとってメリットがある。主要株主である住友電工、日本電

気にとっては、「RS-Kit」に使用する電気部品の供給や技術提

携などによるビジネス拡大を見込むことができる。また、金融機関

にはキャピタルゲインによる株主価値向上や、配当実行を確約す

ることをメリットとして提示する。（添付 10） 

モータ技術獲得と同時に、「RS-kit」で重要となる「モジュール

化開発」を加速させるべく、技術者の増員及び 3 年間で 2,000

億円の研究開発費を投下し開発体制を構築する。 

「RS-kit」の生産は、滋賀工場で行い、現在生産している

MT 製品については、段階的に海外工場へ移管していく。 

4-3. アジア地域の販売強化 

アジア地域での売上拡大及び将来の EV 需要が増加した際

の「RS-kit」販売の足掛かりを築く為、成長著しいインドをターゲ

ットに、インド市場シェア 37%のマルチ・スズキ・インディアを重点

顧客とし販売攻勢を掛ける。スズキはブレーキを複数サプライヤ

から調達している為、ブレーキによる新規参入を狙う。（添付

11） 

5. 組織改編 

5-1. 全社組織の改編 

当社はこれまで商品軸での事業部制を採用してきたが、顧客

対応の強化、商品間の技術連携を強化する為、機能別組織

へと改編する。（添付 12） 

① 地域・顧客別に営業展開する為に営業機能を統合 

② 各事業部間の技術連携を高める為に R&D を集約 

③ 長期視点で研究を進める「先端技術研究所」を設立 

④ 企業買収や提携戦略を実行する「戦略推進室」を設置 

5-2. 営業体制の強化策 

営業体制の強化として、ABM（アカウント・ベースド・マーケテ

ィング）を導入し、地域毎に異なる市場動向、各顧客ニーズに

合わせた対応を行う。顧客毎に「パーソナライズ」されたマーケティ

ング活動を推進することで、顧客との密接な関係性を維持・強

化していく。また、全体を統括する「グローバルマーケティング部」を

設置し、顧客情報だけでなく業界・競合情報を一元管理するこ

とで販売推進を図る。（添付 13） 

6. 長期戦略 ～超・変革期～ 

2024 年以降の戦略は次の通りとする。 

6-1. 「RS-kit」シリーズによる新市場への参入 

「RS-kit」を更に小型化・軽量化した「RS-Kit mini」をリリー

スし、各種モビリティや宅配ロボット、大幅な成長が見込まれる工

場・倉庫内の自動搬送ロボット向け商品として展開する。 

新市場への参入については、ABM により築き上げた顧客との

関係性を活用。EV 向けで販売実績のある顧客からのニーズをリ

アルタイムで吸い上げ、顧客の多角化要望に合う製品を提供す

ることで、2028 年に販売台数 140 万台、売上 2,100 億円

（純増）を目指す。（添付 14） 

6-２. MT 事業の撤退 

MT 事業については、MT 車の減少が進み、売上が下落する

見込みの為、2023 年を目途に撤退する。MT に関わる人材は

ブレーキ・モジュール関連業務にて吸収、工場も他製品向けに

転用することで現有の経営資源を成長事業へ振り向ける。（添

付 15） 

6-3. 航空・宇宙事業への参入 

当社の将来的な目標は、当社製品が宇宙へ飛び立つことで

ある。「RS-kit」の小型化・軽量化の追求と伴に、「先端技術研

究所」で、革新的な動力モジュールの研究に着手、長期開発計

画に基づき、研究を開始する。 

7. 戦略実行後の業績予測（５年後、１０年後） 

各種戦略を実行することで 1 兆 2,585 億円を積み上げ、売

上高 2 兆 7,903 億円、営業利益 2,038 億円、ROE10.2％

を達成する。（添付 16-18） 

8. 当社の目指す姿 

当社は多くの人々に「安全でより利便性の高い移動手段を提

供し、豊かな社会の実現に貢献する」企業となるべく、事業領域

を拡大。自動車から電動モビリティ、電動飛行機、電動宇宙船

へと展開し、当社製品は陸から空そして宇宙へと飛び立つ。 
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